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１． 17 年 4 月期の連結業績（平成 16 年 5 月 1 日～平成 17 年 4 月 30 日） 

（１） 連結経営成績               

売 上 高     営業利益 経常利益
      百万円      ％    百万円    ％     百万円    ％

17 年 4 月期 8,300    13.6                248  △ 12.7               201  △  0.4

16 年 4 月期 7,305     8.9                284    145.7               210    181.6
 

当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜在株式調整 

後 1 株当たり 

当 期 純 利 益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

  百万円  ％      円銭 円銭 ％ ％ ％
17 年 4 月期      175  △ 18.8 49.94 ― 10.2 3.2 2.4

16 年 4 月期     216       ― 61.51 ― 14.3 3.5 2.9
（注）1. 持分法投資損益     17 年 4 月期       －   百万円  16 年 4 月期    － 百万円 

2. 期中平均株式数（連結） 17 年 4 月期   3,517,600 株      16 年 4 月期 3,517,600 株 

    3．会計処理の方法の変更  無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２） 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

   百万円    百万円 ％   円   銭
17 年 4 月期 6,463       1,786 27.7 507   93 

16 年 4 月期 5,974       1,672 28.0 475   46 
（注）期末発行済株式数（連結） 17 年 4 月期  3,517,600 株   16 年 4 月期 3,517,600 株 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

   百万円    百万円    百万円     百万円
17 年 4 月期  △329        20        180        780 

16 年 4 月期   564       △16       △503        921 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数 １社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用連結関連会社数 － 社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動 
 連結（新規）－ 社  （除外）－ 社  持分法（新規）－ 社  （除外）－ 社 
 

２．18 年 4 月期の連結業績予想（平成 17 年 5 月 1 日～平成 18 年 4 月 30 日） 

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中 間 期 

百万円 

      4,300 

百万円

        100 

百万円 

         80 

通 期      9,000       225         185 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 52 円 59 銭 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。従いまして、 
  実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ダイトーエムイー株式会社）及び、子会社２社（ア

イティピクチャー株式会社及び株式会社ダイトー・マルチ・プランニング）により構成されており、電子機

器関連事業及び不動産賃貸事業を幅広く事業展開しております。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

また、上記２部門は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。 

 (1)電子機器関連事業 当社が主要製造メーカー等から電子機器及び電子部材を仕入れ、または電子モジュー

ル、メカトロニクス製品及びコンピュータによる制御システム等を開発及び製造し、

支店営業所及びアイティピクチャー株式会社を通じて販売いたしております。 

（主要商品）  

電子機器 パソコンマザーボード、液晶カラーモニター、コントローラ、サーボシステム、イン

バーターシステム 

電子部材 半導体、コネクター、プリント回路基板、センサー 

（主要製品）  

電子モジュール 通信制御用配線モジュールユニット、情報機器用モジュールユニットの開発・設計・

製造 

コンピュータ 

制御システム 

FAコントロールシステム、ロボット、メカトロエンジニアリングのソフトウェア及び

ハードウェアの開発・設計・製造・施工 

エンベンデッド 

パソコン 

産業用パソコンの開発・設計・製造 

(2)不動産賃貸事業 当社が所有する賃貸用住宅を賃貸して家賃収入を得ておりその不動産管理を、子会社

の株式会社ダイトー・マルチ・プランニングへ委託しております。 

 

（事業系統図） 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

  

商 品 ・ 製 品 
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 （注）１．※連結子会社   〇非連結子会社 

２．子会社（株式会社ダイトー・マルチ・プランニング）１社は重要性が乏しいため、連結の範囲から除く

とともに持分法を適用しておりません。 
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４．連結財務諸表等 

(1) 連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 
（平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※２ 921,723  780,124

２．受取手形及び売掛金  2,100,174  2,889,100

３．たな卸資産  368,508  292,943

４．繰延税金資産  4,039  1,010

５．その他  46,570  61,426

貸倒引当金  △ 1,677  △  2,468

流動資産合計  3,439,339 57.6  4,022,136 62.2

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物及び構築物 ※２ 1,714,067    1,720,753 

減価償却累計額  855,708 858,358 903,830 816,922

(2）機械装置及び運搬具  118,179 118,179 

減価償却累計額  98,700 19,478 102,503 15,676

(3）工具器具備品  260,629 274,467 

減価償却累計額  150,741 109,888 180,600 93,867

(4）土地 ※２ 1,029,349  1,029,349

(5) 建設仮勘定  29,028  ―

有形固定資産合計  2,046,104 34.2  1,955,816 30.2

２．無形固定資産   

(1）その他  13,559  31,219

無形固定資産合計  13,559 0.2  31,219 0.5

３．投資その他の資産   

(1)投資有価証券 ※1,2 356,469  331,784

(2)会員権  65,360  65,360

(3)その他  106,641  116,720

貸倒引当金  △ 58,843  △  62,143

投資その他の資産合計  469,627 7.9  451,721 7.0

固定資産合計  2,529,291 42.3  2,438,757 37.7
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前連結会計年度 
（平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅲ 繰延資産   

１．その他  6,200  3,100

繰延資産合計  6,200 0.1  3,100 0.0

資産合計  5,974,831 100.0  6,463,993 100.0

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  529,296  633,351

２．短期借入金 ※２ 1,600,000  2,156,968

３．一年内償還予定社債  60,000  60,000

４．一年内返済予定長期借
入金 

※２ 263,300  440,000

５．未払法人税等  9,692  27,921

６．賞与引当金  27,087  33,035

７．その他  122,169  133,928

流動負債合計  2,611,545 43.7  3,485,205 53.9

Ⅱ 固定負債   

１．社債  710,000  650,000

２．長期借入金 ※２ 840,000  400,000

３．繰延税金負債  38,286  29,014

４．退職給付引当金  65,199  64,122

５．その他  17,917  17,566

固定負債合計  1,671,403 28.0  1,160,703 17.9

負債合計  4,282,949 71.7  4,645,908 71.8
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前連結会計年度 
（平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

   

（少数株主持分）   

少数株主持分  19,376 0.3  31,390 0.5

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※４ 954,798 16.0  954,798 14.8

Ⅱ 資本剰余金  367,714 6.2  367,714 5.7

Ⅲ 利益剰余金  222,487 3.7  345,378 5.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 128,707 2.1  120,005 1.8

Ⅴ 自己株式 ※５ △ 1,202 △0.0  △  1,202 △0.0

資本合計  1,672,505 28.0  1,786,694 27.7

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 5,974,831 100.0  6,463,993 100.0

   



－  － 

 

8

(2) 連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  7,305,035 100.0  8,300,992 100.0

Ⅱ 売上原価  6,235,443 85.4  7,281,057 87.7

売上総利益  1,069,592 14.6  1,019,934 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 785,099 10.7  771,699 9.3

営業利益  284,493 3.9  248,235 3.0

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  922 679 

２．受取配当金  4,835 3,948 

３．仕入割引  22,027 22,524 

４．投資事業組合運用益  ― 1,684 

５．賃貸収入  25,886 49,263 

６．その他  12,429 66,101 0.9 19,132 97,233 1.2

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  58,174 61,761 

２．デリバティブ評価損  32,853 ― 

３．賃貸費用  21,495 42,089 

４．為替差損  

５．その他  27,647 140,170 1.9

15,318 
 
24,416 143,586 1.7

経常利益  210,424 2.9  201,883 2.4

Ⅵ 特別利益   

１．投資有価証券売却益  19,520 19,520 0.2 17,869 17,869 0.2

Ⅶ 特別損失   

１．投資有価証券売却損  224 ― 

２．投資有価証券評価損  999 ― 

３．貸倒引当金繰入額 ※３ ― 1,224 0.0 3,300 3,300 0.0

  税金等調整前当期純利
益 

  228,719 3.1  216,453 2.6

法人税、住民税及び事
業税 

 12,900 25,755 

法人税等調整額  △ 3,855 9,044 0.1 3,029 28,784 0.3

少数株主利益  3,284 0.0  12,014 0.1

当期純利益  216,390 3.0  175,654 2.2
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(3) 連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   609,939  367,714 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．その他資本剰余金 
取崩額 

 221,119  ―  

２．配当金  21,105 242,225 ― ― 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   367,714  367,714 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △ 215,022    222,487 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．その他資本剰余金 
取崩額 

 221,119  ―  

２．当期純利益  216,390 437,509 175,654 175,654 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  ― ―   52,764 52,764 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   222,487  345,378 

      



－  － 
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 228,719 216,453 

減価償却費  86,023 89,411 

長期前払費用償却  597 2,589 

社債発行費償却  7,100 3,100 

貸倒引当金の増加額  829 4,091 

賞与引当金の増加額  812 5,948 

退職給付引当金の減少
額 

 △ 1,630  △ 1,077 

受取利息及び受取配当
金 

 △ 5,758 △ 4,628 

支払利息  58,174 61,761 

デリバティブ評価損益  32,853 △ 1,254 

為替差損  8,939 13,405 

投資有価証券売却益  △ 19,520 △ 17,869 

投資有価証券売却損  224 － 

投資有価証券評価損  999 － 

投資事業組合運用損益  2,124 △ 1,684 

売上債権の減少額 
(△増加額) 

 126,468 △ 788,925 

破産債権等の減少額 
(△増加額) 

 283 130 

たな卸資産の減少額  30,880 75,564 

その他流動資産の減少 
額(△増加額) 

 53,148 △ 11,562 

その他固定資産の増加
額 

 △ 17,487 △ 18,788 

仕入債務の増加額  44,860 104,054 

未払費用の増加額  5,199 11,607 

未払消費税等の減少額  △ 16,877 △ 12,023 

その他流動負債の増加
額 

 7,209 10,495 
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前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

その他固定負債の減少額  △ 267 △ 351 

小計  633,907 △ 259,552 

利息及び配当金の受取
額 

 5,758 4,628 

利息の支払額  △ 57,768 △ 61,441 

法人税等の支払額  △ 17,724 △ 13,328 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 564,172 △ 329,693 
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前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △ 146,177 △ 8,086 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △ 322 △ 6,804 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 105,337 29,800 

関係会社株式の取得に
よる支出 

 － △ 5,145 

出資金の出資による支
出 

 △ 10 － 

出資金の償還・運用に
よる収入 

 8,426 7,601 

貸付けによる支出  △ 74,000 △ 6,968 

貸付金の回収による収
入 

 89,816 10,163 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △ 16,929 20,560 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

短期借入金の純増加額
(△純減少額) 

 △ 400,000 556,968 

長期借入れによる収入  690,500 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △ 234,300 △ 263,300 

社債の発行による収入  290,700 － 

社債の償還による支出  △ 830,000 △ 60,000 

配当金の支払額  △ 20,878 △ 52,728 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △ 503,978 180,939 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △ 8,939 △ 13,405 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額(△減少額) 

 34,324 △ 141,598 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 887,398 921,723 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

 921,723 780,124 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 １社 (1)連結子会社の数 １社 

 連結子会社名  アイティピク

チャー株式会社 

連結子会社名  アイティピク

チャー株式会社 

 (2)非連結子会社名 株式会社ダイ

トー・マルチ・プ

ランニング 

(2)非連結子会社名 株式会社ダイ

トー・マルチ・プ

ランニング 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社株式会社ダイトー・マル

チ・プランニングは、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、連結の範囲から除

外しております。 

 同 左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

株式会社ダイトー・マルチ・プランニン

グは、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

同 左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

① 有価証券 ① 有価証券 (1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

同 左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同 左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ 

 時価法 同 左 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 商品・原材料 同 左 

  先入先出法による原価法  

 製品・仕掛品  

  個別法による原価法  

 貯蔵品  

  最終仕入原価法による原価法  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法、当連結会計年度より

賃貸を開始した器具備品については、

賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間満

了時の賃貸資産の見積処分価額を残存

価額とする定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法、賃貸用器具備品につ

いては、賃貸期間を償却年数とし、賃

貸期間満了時の賃貸資産の見積処分価

額を残存価額とする定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     15年～50年 

機械装置    7年～15年 

建物     15年～50年 

機械装置    7年～15年 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

  同 左 

① 社債発行費 ① 社債発行費 (3)重要な繰延資産の処理

方法  商法の規定する最長期間（3年

間）にわたり均等償却しておりま

す。 

同 左 

 ② 社債発行差金 ② 社債発行差金 

  社債償還期間に応じて均等償却し

ております。 

 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 (4）重要な引当金の計上基

準  売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同 左 

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

同 左 

 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に充てるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務額及び年金資産額に基づき計上

しております。 

同 左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

(5)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方

法 ヘッジ会計の特例処理の要件を満た

す金利スワップ 

特例処理を適用しております 

同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金利 

同 左 

  ③ ヘッジ方針  ③ ヘッジ方針 

  金利変動リスクに備えキャッ

シュ・フローを固定する目的でヘッ

ジ取引を行っております。 

 同 左 

(7)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。 

同 左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいております。 

同 左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金及び要求払預金のほか、取得

日より３ヶ月以内に満期日が到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価格の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

同 左 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「通

貨スワップ評価損」は、新たなデリバティブ取引を開始

したことに伴い、当連結会計年度より「デリバティブ評

価損」に表示科目を統合いたしました。 

 なお、当連結会計年度の「デリバティブ評価損」に

「通貨スワップ評価損」は29,571千円含まれておりま

す。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローに区分掲記しておりました「通貨スワップ評価

損」は、新たなデリバティブ取引を開始したことに伴

い、当連結会計年度より「デリバティブ評価損」に表示

科目を統合いたしました。 

 なお、当連結会計年度の「デリバティブ評価損」に

「通貨スワップ評価損」は29,571千円含まれておりま

す。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 
 
投資有価証券（株式） 30,000千円

  

 
投資有価証券（株式） 30,000千円

  
※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

(1)下記債務に対し、次の資産を担保に供しており

ます。 

(1)下記債務に対し、次の資産を担保に供しており

ます。 

担保提供資産 担保提供資産 
 

預金 50,000千円

建物 396,315千円

土地 854,828千円

投資有価証券 49,283千円

計 1,350,426千円
  

 
預金 50,000千円

建物 374,748千円

土地 818,828千円

投資有価証券 43,102千円

計 1,286,679千円
  

対応債務 対応債務 
 

短期借入金 1,600,000千円

一年内返済予定長期借入金 125,000千円

長期借入金 440,000千円

計 2,165,000千円
  

 
短期借入金 2,150,000千円

一年内返済予定長期借入金 340,000千円

長期借入金 100,000千円

計 2,590,000千円
  

(2）取引保証金の代用として、次の資産を差入れて

おります。 

(2)取引保証金の代用として、次の資産を差入れて

おります。 
 

投資有価証券 46,200千円
  

 
投資有価証券 58,240千円

   
 ３ 受取手形裏書譲渡高 34,087千円
  

 
 ３ 受取手形裏書譲渡高 74,769千円
  

※４ 当社の発行済株式総数 ※４ 当社の発行済株式総数 
 
普通株式 3,518,321株

  

 
普通株式 3,518,321株

  
※５ 連結会社の保有する自己株式 ※５ 連結会社の保有する自己株式 
 
普通株式 721株

  

 
普通株式 721株
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額 
 
役員報酬 97,800千円

給料手当 228,538千円

賞与引当金繰入額 15,998千円

退職給付費用 7,297千円

貸倒引当金繰入額 977千円
  

 
役員報酬 97,800千円

給料手当 229,800千円

賞与引当金繰入額 19,703千円

退職給付費用 7,281千円

貸倒引当金繰入額 791千円
  

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 
 
一般管理費に含まれる研究開発費 16,051千円

  

 
一般管理費に含まれる研究開発費 18,036千円

  
  

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成16年４月30日現在） （平成17年４月30日現在）
 
現金及び預金勘定 921,723千円

現金及び現金同等物 921,723千円
  

 
現金及び預金勘定 780,124千円

現金及び現金同等物 780,124千円
  

 

 

追加情報 

前連結会計年度 
（平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

 （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上
の表示方法） 

実務対応報告第12号｢法人事業税における外形標準課

税部分の連結損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い｣(企業会計基準委員会 平成16年2月13日)に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割5,802千円に

ついては、｢販売費及び一般管理費｣に計上しておりま

す。 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成16年４月30日） 当連結会計年度（平成17年４月30日） 

 区分 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）

株式 141,211 308,592 167,380 129,281 278,784 149,502

   

   

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 141,211 308,592 167,380 129,281 278,784 149,502

株式 2,380 1,920 △ 460 2,380 1,898 △ 482

   

   

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 2,380 1,920 △ 460 2,380 1,898 △ 482

合計 143,591 310,512 166,920 131,661 280,682 149,020

 
（注）  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．上記以外に投資事業組合に対する出資金につい

て全部資本直入法により時価評価を実施してお

り、取得原価5,916千円、連結貸借対照表計上

額5,990千円、差額73千円となっております。 

１． 

２．当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について減損処理は行っておりま

せん。 

減損処理にあたっては、期末における時価の簿

価に対する下落率が50％以上の銘柄について、

一律減損処理しております。 

下落率が30％以上50％未満の銘柄については、

過去一定期間の時価の推移等を考慮の上、時価

の回復可能性が認められないと判断される銘柄

を減損処理しております。 

２． 同 左 

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
（自平成15年５月１日 至平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額（千円）
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

103,541 19,520 224 29,800 17,869 －

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成16年４月30日） 当連結会計年度（平成17年４月30日）
 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除
く） 

15,957 21,102 
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（デリバティブ取引関係） 

 

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産 平成16年４月30日現在

賞与引当金 10,973千円

退職給付引当金 26,408千円

投資有価証券 52,760千円

会員権 39,161千円

繰越欠損金 358,113千円

たな卸資産 31,939千円

その他 30,747千円

繰延税金資産小計 550,104千円

評価性引当額 △546,064千円

繰延税金資産合計 4,039千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 38,286千円

繰延税金資産の純額 △34,246千円
  

 
繰延税金資産 平成17年４月30日現在

賞与引当金 13,379千円

退職給付引当金 25,969千円

投資有価証券 29,127千円

会員権 40,498千円

繰越欠損金 314,058千円

たな卸資産 7,109千円

その他 36,357千円

繰延税金資産小計 466,500千円

評価性引当額 △465,490千円

繰延税金資産合計 1,010千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 29,014千円

繰延税金資産の純額 △27,848千円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 
 
法定実効税率 41.8％

交際費等永久に損益に算入されない項

目 2.5％

住民税均等割等 2.6％

評価性引当額 △41.3％

その他 △1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.9％
  

 
法定実効税率 41.8％

交際費等永久に損益に算入されない項

目 2.1％

住民税均等割等 3.8％

評価性引当額 △37.3％

その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.9％
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年５月１日 至 平成16年４月30日） 

 
電子機器関連
事業（千円）

不動産賃貸事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 7,227,048 77,987 7,305,035 ― 7,305,035

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 7,227,048 77,987 7,305,035 ― 7,305,035

営業費用 6,979,757 40,784 7,020,542 ― 7,020,542

営業利益 247,291 37,202 284,493 ― 284,493

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的
支出 

 

資産 4,268,677 317,696 4,586,373 1,388,457 5,974,831

減価償却費 48,772 18,307 67,080 18,942 86,023

資本的支出 5,640 ― 5,640 111,829 117,470

 （注）１．事業は、製品系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品等は、「事業の内容」に記載しております。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,388,457千円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

であります。 
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当連結会計年度（自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日） 

 
電子機器関連
事業（千円）

不動産賃貸事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 8,220,036 80,955 8,300,992  8,300,992

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 8,220,036 80,955 8,300,992 ― 8,300,992

営業費用 8,005,353 47,402 8,052,756 ― 8,052,756

営業利益 214,682 33,552 248,235 ― 248,235

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的
支出 

 

資産 4,870,004 365,826 5,235,830 1,228,162 6,463,993

減価償却費 42,247 17,020 59,268 22,515 81,783

資本的支出 45,811 ― 45,811 ― 45,811

 （注）１．事業は、製品系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品等は、「事業の内容」に記載しております。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,228,162千円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産

であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

（関連当事者との取引） 

関係内容 
属性 

会社等  
の名称 

住所 
資本金
又は出
資金 

事業の
内容 

議決権等
の所有

役員の兼任
事業上の
関係 

取引の
内容 

取引代金
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

関連
会社 
㈲川口興産 

名古屋市
千種区 

 不動産
管理業 

 
役員1名 なし 

資金の
貸付 

 6,968 
短期貸
付金 

 6,968 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

 
１株当たり純資産額 475円46銭

１株当たり当期純利益 61円51銭
  

 
１株当たり純資産額 507円93銭

１株当たり当期純利益 49円94銭
  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 （注） １株当たり当期純利益(当期純損失)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 216,390 175,654 

連結損益計算書上の当期純損失（千円） ― ― 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 216,390 175,654 

普通株式に係る当期純損失（千円） ― ― 

期中平均株式数（千株）  3,517 3,517 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

 (1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 2,764,159 137.9 

 （注）１．金額は販売価格で表示いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 4,809,941 108.9 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電子機器関連事業 2,849,274 142.6 247,478 152.8 

 （注）１．金額は販売価格で表示いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 8,220,036 113.7 

不動産賃貸事業（千円） 80,955 103.8 

合  計（千円） 8,300,992 113.6 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

 

相手先 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 株式会社豊田自動織機 1,099,649 15.1 1,049,855 12.6 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 




